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新たな環境投資 Green New-Deal の行方
Green New-Deal が国際的に注目を集めています。政府・与党のとりまとめた「経済危機対策」に基づき、２００９

年度補正予算(案)に「低炭素革命」関係経費1.57兆円が計上され、国会審議中です。

2009年4月20日、斉藤環境大臣は「緑の経済と社会

の変革」(日本版グリーンニューディール)を公表しました。

2009年1月から検討を始めていたもので、市民や専門家

の意見及び関係省庁の政策をも取り入れ、大臣としての

考え方をまとめたものです。「必要とされる環境対策を思い

切って実行することにより、直面する環境問題に対処する

とともに、現下の経済危機を克服し、わが国の将来の経済

社会を強化しようとする」と環境への投資によって経済を

牽引するという姿勢を明確に打ち出しました。これにより

2020年の環境関係市場規模は120兆円、雇用規模は

280万人(2006年で市場規模70兆円、雇用規模140万

人)との試算をも併記しています。

また、麻生総理大臣が4月10日発表した「経済危機対

策」においては、「低炭素革命」を10年先をにらんだ「未来

への投資」と位置づけました。太陽光発電、低燃費車・省

エネ商品、交通等に国費1.57兆円が補正予算(案)に盛り

込まれました。日本版ニューディールの一部には具体の

予算が担保されます。

～「日本版ニューディール」(4月20日)の主な項目～

(1)「緑の社会資本への変革」

● 学校等の公共施設に太陽光発電設備

● 国土のクリーンアップ(不法投棄廃棄物の処理、PCBや

アスベストの処理)

● 森林の整備(温暖化対策やバイオマス利用)

● 都市・交通のエコ改造等

(２)「緑の地域コミュニティへの変革」

● 地域グリーンニューディール基金の創設

● コミュニティサイクルシステムの導入や里山の保全等

(3)「緑の消費への変革」

● 省エネ家電・省エネ住宅の普及

● 次世代自動車の普及　　● バイオ燃料の導入等

(4)「緑の投資への変革」

● 排出量取引、カーボンオフセット等の普及

● エネルギーのグリーン化(再生可能エネルギー、原子力

発電等)

(5)「緑の技術革新」

● 中期的実用技術、2050年まで長期的技術開発

● 温暖化適応策(食料、生態系、水資源、防災等)

● 環境モニタリング(汚染や自然環境)と生物多様性対応

(COP10名古屋)

(6)緑のアジアへの貢献

● クリーンアジアイニシアティブの促進(アジア経済・環境

共同体を目指す)

● コベネフィット・アプローチ(公害と温暖化対策の同時解

決への取り組み)

● アジア環境モデル都市への協力

グリーンニューディールのきっかけは、地球環境の危機

に戦後最大・世界規模の経済危機が重なったことから世

界各国が環境投資を積極的に開始したことによります。大

規模な環境関係の投資は、米国をはじめ、EU、英国、ドイ

ツフランス、韓国、中国でも積極的に開始されており、国

連等も強い関心を持っています。

現在検討が進められている経済対策の枠組みの中で環

境改善と経済回復が同時に進めば、環境基本計画がうたう

「経済、社会、環境の統合的発展」が実を結ぶことになります。

2008年7月　英NEF A Green New-Deal 発表(金融、原油価格、気候の3重の
危機への挑戦)

2008年10月 UNEP Global Green New Deal 構想を表明(報告書は2009年2月)
2009年１月　国連事務総長世界経済フォーラム(ダボス会議)で「グリーン経済」

を強調
2009年1月　米エネルギー・環境計画、2月には景気対策法を成立させエネル

ギー・環境関係に予算を配分
2009年1月　日本「緑の経済と社会の変革」策定に着手
2009年3月　経済財政諮問会議で低炭素社会を議論
2009年4月　斉藤環境大臣「緑の経済と社会の変革」を発表
2009年4月　平成21年度補正予算(案)に「低炭素革命」関係経費を計上
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